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紛争解決手段の形態
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裁判外紛争解決システム
ＡＤＲ制度（Alternative Dispute Resolution）

〇民事上の紛争を解決しようとする紛争
の当事者のため

訴訟手続によらず，

公正な第三者が関与して，その解決を

図る手続
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ＡＤＲの提供主体による分類

司法型 裁判所内で行われるもの

例 民事調停、家事調停

行政型 独立の行政委員会や行政機関など

例 公害等調整委員会、建設工事紛争審

査会、消費者被害救済委員会等

民間型 弁護士会、消費者団体、業界団体

など

例 弁護士会仲裁センター、日本商事仲

裁協会、金融業界 5



ADR を利用するメリット
簡易性 申立て手続の緩和 電話

柔軟性 当事者の意向（時間など）

迅速性 処理手続きの短期化

廉価性 費用が安い

専門性 専門的な知識を持つ第三者

が介在

非公開性 手続き、結果も原則非公開

公正中立性 法令等に基づく判断
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ADRの特徴

特徴

簡易
性

柔軟
性

迅速
性

公正・
中立

秘密
性

専門
性

廉価
性
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ＡＤＲ制度と裁判との差異
ＡＤＲ 裁判

判断の根拠 公平性・適切性 法律

手続き 柔軟 厳格

費用 無料・低廉 法廷費用

利用同意 必用 不要

解決案提示 提示 不提示

解決案の拒否 可能 不可能

解決案の強制 任意 強制

手続等の公開 非公開 公開 8



金融庁のパンフレット
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金融ADRの特徴

金融
ADR

片務性

苦情前
置主義

損失補
填禁止
例外

利用の
義務付
け
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ADRの意義

［最狭義］

指定金融ＡＤＲ

［狭義］
認証ＡＤＲ

［広義］
裁判所以外の
解決システム
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FINMACとは

〇Financial Instruments Mediation Assistance 
Centerの頭文字の略称

〇正式名称 証券・金融商品斡旋相談センター

〇法務省認証 金融庁指定

〇法人格 NPO法人特定非営利活動法人

〇理事長 佐藤隆文（元金融庁長官）

〇所在地 東京本部 東京都中央区日本橋茅
場町２－１ー１ 第2証券会館

大阪事務所北浜
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FINMACの根拠法

根拠法

ADR法
認証

法務省

金商法
指定

金融庁
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FINMACの歴史
〇平成4年7月

日本証券業協会において
紛争解決（あっせん）業務
が開始

〇平成21年1月

金融商品取引業関係5団

体の相談、苦情処理、紛
争解決（あっせん）業務の
一元化の方針が決定

〇平成21年8月 特定非

営利活動法人証券・金融商
品あっせん相談センター
（FINMACフィンマック）設立。

〇平成22年2月

相談、苦情処理、紛争解決
（あっせん)業務を開始。

〇平成23年2月

第一種金融商品取引業者
を対象とする金融商品取引
業法上の指定紛争解決機
関として、指定を取得。
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委託先
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FINMACの組織体制
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FINMACの事務体制

事務所

東京事務所

東京

北海道、東北、名
古屋、四国、九州

大阪事務所

大阪

北陸、中国
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紛争解決の法的分類

分類

あっせん 話し合いの場提供

調停
第三者が調停案を提

示

仲裁
当事者合意の上で第
三者に判断を委ねる
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FINMACの業務

相談

苦情 • 苦情処
理手続き

あっせん
和解

• 紛争解決手
続き

（特別）
調停

• 紛争解
決手続き
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FINMACの処理手順

相談

• 相談員
８０％
解決

苦情

• 相談員
16％

あっせん

• 紛争解
決員
4％
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あつせん・苦情・相談受付状況
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協定業者別内訳
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金融商品別内訳
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あっせんの状況
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あっせんの内容別分類

31



勧誘のうち主なもの

32



売買取引のうち主なもの
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金融商品別内訳
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ETN：Exchange Traded Note
〇「上場投資証券」・「指標連動証券」と呼ばれ
る上場商品

〇ETNはETF（Exchange Traded Fund：上場投資
信託）と同様に、価格が株価指数や商品価格
等の「特定の指標」に連動する商品

〇「Note（債券）」の単語が示すように、金融機
関（発行体）がその信用力をもとに、価格が特
定の指標に連動することを保証する債券である
ため、ETFとは異なり証券に対する裏付資産を
持たない（必要としない）という特徴がある。
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業態別内訳
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法人・個人別内訳
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地域別内訳
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利用料金

41



事業者側負担

負担

協会負担額 予算

事業者負担
額

１回５万円
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日本のADR制度
〇2004年「裁判外紛争解決手続の利用の促進に
関する法律」（ＡＤＲ法）が成立（司法制度改革）

ＡＤＲ法は，2007年４月から施行

同法律に基づき各種のＡＤＲ機関が設立

非認証ＡＤＲ機関も存在

〇2009年金融業に特化した指定ADR制度を導入
する「金融商品取引法等の一部を改正する法律」
が成立。2010年10月から施行

指定紛争解決機関制度は、銀行法、金商法、保
険業法、貸金業法等の金融関連 16 業法に導入
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日本の主なＡＤＲ機関
司法機関 簡易裁判所 家庭裁判所 地方裁判所

行政機関
行政機関や独立した行政委員会など
原子力損害賠償紛争解決センター 公害等調整委員会 国民生活センター
消費生活センター 労働委員会 紛争調整委員会 労働相談情報センター
建設工事紛争審査会

民間機関
認証ＡＤＲ機関
スポーツ仲裁機構（認証第1号2007年6月6日）
日本弁護士連合会交通事故相談センター
業界団体、消費者団体など
国際商事仲裁協会
日本海運集合所
交通事故紛争処理センター
PLセンター
事業再生実務家協会

指定金融ＡＤＲ機関
全国銀行協会 生命保険協会 日本貸金業協会 FINMAC
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金融庁資料：指定金融ＡＤＲ制度

45



金商法第五章の五・指定紛争解決機関

第156条の38 この章において「指定紛争解

決機関」とは、次条第１項の規定による指定
を受けた者をいう。

９ この章において「苦情処理手続」とは、金

融商品取引業等業務関連苦情を処理する
手続をいう。

１０ この章において「紛争解決手続」とは、

金融商品取引業等業務関連紛争について
訴訟手続によらずに解決を図る手続をいう。
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指定機関制度導入の法律16

金商法
無尽業法（昭和６年法律第 42号）

金融機関の信託業務の兼営等に関
する法律（昭和 18年法律第 43号）
農業協同組合法（昭和 22年法律第
132号）
水産業協同組合法（昭和 23年法律
第 242号）
中小企業等協同組合法（昭和 24年
法律第 181号）
信用金庫法（昭和 26年法律第 238
号）
長期信用銀行法（昭和 27年法律第
187号）

労働金庫法（昭和 28年法律第 227
号）
銀行法（昭和 56年法律第 59号）
貸金業法（昭和 58年法律第 32号）
保険業法（平成７年法律第 105号）
農林中央金庫法（平成 13年法律第
93号）
信託業法（平成16年法律第154号）
資金決済に関する法律（平成21年
法律第59号）
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指定金融ＡＤＲ機関

団体名 業務の種別等
(社)生命保険協会 生命保険業務 外国生命保険業務
全国銀行協会 銀行業務
農林中央金庫業務 手続対象信託業務 特定兼営業務
日本損害保険協会 損害保険業務外国損害保険業務

特定損害保険業務
保険オンブズマン 損害保険業務外国損害保険業務

特定損害保険業務
保険仲立人保険募集

日本少額短期保険協会 少額短期保険業務
日本貸金業協会 貸金業務
ＮＰＯＦＩＮＭＡＣ 特定第一種金融商品取引業務
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指定機関の有無

有無

指定 8団体

非指定 信用金庫等
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金融ＡＤＲ制度Ｑ＆Ａ
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金融庁 指定紛争解決機関の監督に
関する基本的考え方

〇指定機関は、・・・

①利用者の立場から利用し易い手続を整
備し、中立・公正かつ簡易・迅速なトラブ
ルの解決に努めるとともに、

②トラブルに関する情報の分析・類型化
等を行い、その結果を適時・適切に、利用
者及び加入金融機関等に対し提供するこ
とにより、同種のトラブルの未然防止に資
することが求められる。 51
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ETN問題
〇VIXインバースETNについて早期償還後、
FINMACには、多くの苦情が寄せられた。
〇FSAは実態把握に動き、営業現場が知識不足の
まま同商品を拡販したこと、早期償還条項をはじ
め、詳細な説明を行っていなかったことなど、売り
手である証券会社の問題点を指摘
〇ETNを勧めていたN証券は、2018年7月10日販売
時の情報提供において不足があったとするコメント
を発表
FINMACでは、2018年度に投資家の損失をめぐっ
て600件を超える和解あっせんが行われた。
（和解では損失額の2～5割を補填した）
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金融庁金融サービス利用相談室
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日英金融ＡＤＲ制度の比較

ＡＤＲ制度

英国

業界自主規制

多数の

オンブズマン

金融業界統一
オンブズマン・ＦＯＳ

日本

業界の任意対応制

認証ＡＤＲ制度

金融業界非統一
指定ＡＤＲ制度
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英国FOSの処理手順

金融会社

•社内処
理前置

FOS

•顧客対
応部門
（窓口）
受付案件
の85％～
90％処理

FOS

•支援専
門スタッ
フ対応
99％処理

FOS

•オンブズ
マンの
裁定
１％処理
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運営面の特色

１．利用者の負担がない（無料）

２．ワンストップ対応（代表電話、事務所）

３．利用者目線で行っている。

４．電話など気軽な方式で受付けている。

５．オンブズマン（裁定者）は別であるが、法曹

資格などを担当者に要求していない。
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ＦＯＳと指定金融ＡＤＲとの比較
ＦＯＳ 指定金融ＡＤＲ

１．業界横断性 〇 × 課題

２．公的性格 〇 ×

３．社内処理前置主義 〇 ×

４．利用者の制限 〇 ×

５．行程管理・時間制限 〇 △

６．利用者負担の有無 無 有

７．判断基準 公正・合理的 公正・合理的

８．和解、決定の拘束力 〇 △

９．和解決定の実効性 〇 △

10．金銭賠償額 上限（￡150,000） 無
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比較から見えるものー課題

１．業界横断的対応の必要性

①ＡＤＲ機関ごとに異なった対応の可能性

業界に対する不信感

②同一商品が複数のＡＤＲ機関の対象

利用者の混乱

③効率的、透明な処理の必要性

運営費用及び担当専門職員の確保
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２．社内処理前置主義

①問題点と対処内容の確認

②ＡＤＲ機関の対応迅速化

③利用者の不安感の解消

３．利用者の制限

①個人や小規模事業者に限定

②自己責任が脆弱な弱者救済

③大規模法人等については通常の救

済方法である裁判が可能
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４．利用者負担の有無

①製造・販売者の責任は、販売後の苦情

処理も含めるもの

②消費者は、泣き寝入りを強いられる。

５．金銭賠償の上限

①迅速な処理が求められた場合、高額な

賠償を決定するのは困難

②金融機関も高額な賠償に対しては、

ＡＤＲでは消極的

③運用上も高額な賠償は例外的
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